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【訂正内容】

第一部【証券情報】
第１【募集要項】
 
＜中国電力株式会社第（未定）回無担保社債（社債間限定同順位特約付）（トランジションボンド）に関する情報＞

 
１【新規発行社債】
（訂正前）

未定

 
（訂正後）

本発行登録の発行予定額のうち、金（未定）円を社債総額とする中国電力株式会社第（未定）回無担保社債（社債

間限定同順位特約付）（トランジションボンド）（以下「本社債」という。）を、下記の概要にて募集する予定であ

ります。

　　各社債の金額　：100万円

　　発行価格　　　：各社債の金額100円につき金100円

 
２【社債の引受け及び社債管理の委託】
（訂正前）

未定

 
（訂正後）

＜中国電力株式会社第（未定）回無担保社債（社債間限定同順位特約付）（トランジションボンド）に関する情報＞

(1)【社債の引受け】

　　本社債を取得させる際の引受金融商品取引業者は、次の者を予定しております。

引受人の氏名又は名称 住所

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目９番２号

東海東京証券株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅四丁目７番１号
 

（注）各引受人の引受金額、引受けの条件については、利率の決定日に決定する予定です。

 
(2)【社債管理の委託】

　　本社債の社債管理者は、次の者を予定しております。

社債管理者の名称 住所

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
 

（注）委託の条件については、利率の決定日に決定する予定です。
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３【新規発行による手取金の使途】
（訂正前）

(1)【新規発行による手取金の額】

　　未定

 
(2)【手取金の使途】

　　設備資金、借入金返済、社債償還資金及び子会社への貸付金に充当する予定であります。

 
（訂正後）

(1)【新規発行による手取金の額】

　　本社債の払込金額の総額（未定）百万円（発行諸費用の概算額は未定）

 
(2)【手取金の使途】

　設備資金、借入金返済、社債償還資金及び子会社への貸付金に充当する予定であります。

　　本社債の手取金については、太陽光・水力の再生可能エネルギーの開発・建設・運営・改修及び再生可能エネ

ルギーの普及拡大に貢献する電力ネットワークの強化・高度化にかかる新規投資並びにリファイナンスに充当す

る予定であります。
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「第一部　証券情報」「第２　売出要項」の次に以下の内容を追加します。

 
【募集又は売出しに関する特別記載事項】
＜中国電力株式会社第（未定）回無担保社債（社債間限定同順位特約付）（トランジションボンド）に関する情報＞

 
トランジションボンドとしての適合性について

当社は、以下の通り、サステナブル・ファイナンス・フレームワーク（以下「本フレームワーク」という。）を策定

しました。当社は、本フレームワークに対する第三者評価として株式会社日本格付研究所(JCR)より、本フレームワー

クが以下の原則等に適合する旨のセカンド・パーティ・オピニオンの評価を取得しております。なお、適用または参照

される基準等は調達手法（ボンド／ローン）において異なります。

・クライメート・トランジション・ボンド・ガイドライン

・クライメート・トランジション・ファイナンス・ハンドブック2025

・トランジション・ローン・ガイド

・クライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本指針2025年版

・グリーンボンド原則2025

・グリーンローン原則2025

・サステナビリティ・リンク・ボンド原則2024

・サステナビリティ・リンク・ローン原則2025

・グリーンボンド及びサステナビリティ・リンク・ボンドガイドライン2024年版

・グリーンローン及びサステナビリティ・リンク・ローンガイドライン2024年版

 
クライメート・トランジション戦略等に関する開示事項

１　資金調達者のクライメート・トランジション戦略とガバナンス

１.１　中国電力グループの2050年カーボンニュートラル実現への取り組み

当社グループは2021年2月に「2050年カーボンニュートラル」の実現に挑戦していくことを表明しました。2050年

カーボンニュートラルの実現に向けては、「エネルギーの脱炭素化」と「お客さま・地域の脱炭素化」の2本柱で取り

組みを進めています。

当社グループは中国地域を基盤とする企業として、事業活動に伴う環境負荷の低減を図るため、環境保全に関する取

り組みを推進してきましたが、この度、国の環境政策の動向等を踏まえ、さらに環境経営を推進していく観点から「中

国電力グループ環境経営方針」を新たに策定しました。

 
＜中国電力グループ環境経営方針＞

EDINET提出書類

中国電力株式会社(E04504)

訂正発行登録書

 4/12



 
 
１.２　2050年カーボンニュートラル実現に向けた重点施策

当社グループは、2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、下記の通り重点施策に取り組んでいきます。

地球温暖化対策の柱となる原子力発電では、2025年1月に営業運転を再開した島根原子力発電所2号機の安定運転、お

よび安全確保を大前提とした2030年度までの同3号機の営業運転開始に向けて取り組み、さらに将来にわたる重要な電

源として、上関原子力発電所の建設に向けた取り組みも進めていきます。

また、再生可能エネルギーの新規導入や調整力確保を積極的に進めるとともに、火力発電のトランジションを着実に

進めていきます。

その他にも、非化石電源を活用した料金メニューや太陽光、PPAサービスの拡大をはじめ、脱炭素化への取り組みを

通じた地域の課題解決に資するサービスの検討を進めて行きます。

 
　＜重点施策＞

 

 
　＜サプライチェーンGHG排出量目標達成に向けた取り組み＞
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１.３　2050年カーボンニュートラルへ向けた目標と指標

当社グループは、新たな目標として、グループ全体のサプライチェーンGHG排出量（Scope1+2+3）を2013年度比で

2030年度に50%、2035年度に60%削減する目標を設定しました。サプライチェーンGHG排出量の削減に向けては、再生可

能エネルギー・原子力発電・火力発電を適切に組み合わせて、2030年度および2035年度目標の達成を目指します。

また、当社個社の目標として、小売事業・発電事業ともにCO2排出量を2013年度比で2030年度に50%削減させる目標も

継続し、目標達成に向けた重点施策を推進していきます。

 

 
 
１.４　サステナビリティ経営の推進体制（ガバナンス）

サステナビリティ課題への対応については、「中国電力グループ経営ビジョン2040」や「エネルギアグループ企業行

動憲章」に掲げる項目の実現に向け、「中国電力グループ中期経営計画2026-2030」において具体的な施策を策定のう

え進捗管理を行い、原則毎週開催する経営会議や、通常月1回開催する取締役会に定期的に付議し、PDCAサイクルを回

しています。

また、各施策の具体的な取り組みは、主管となる各組織を中心に推進しており、特に組織横断的な検討を要するもの

については会議体を設置し対応しています。各種会議・会議体は、サステナビリティ課題への対応状況について、経

営会議や取締役会に適時・適切なタイミングで付議しています。

 
 
１.５　環境経営の推進体制

　「中国電力グループ環境経営方針」に基づき、当社グループは環境経営に係る計画等を一体的に審議する「環境経営

推進会議」を新たに設置しました。引き続き、環境経営の推進および環境管理の最高責任者である社長のもと、カーボ

ンニュートラル推進本部長が全社を総括していきます。

各会議における審議結果を適切に環境経営に反映することで、環境関連の方針に基づく取り組みを引き続きグループ

一体となって推進します。

取締役会は、社長から環境に関する取り組みの実施状況等について報告を受け、環境管理を含む環境関連の職務執行

を監督しています。
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なお、当社はグループ全体のリスク管理を総括する組織としてリスク管理部門を設置し、リスク管理体制のもと、グ

ループ全体のリスク管理の推進・支援にあたっています。

各業務主管部門は、リスク管理の必要性・重要性を念頭に置き、気候変動リスクを含め、主体的に主管業務に関する

リスクの把握・評価を行い、発生を予見できるリスクについては未然防止・早期発見に重点を置いて管理を行ってい

ます。また、発生を予見することが困難なリスクについては、発生後の影響を最小限に食い止める活動に重点を置

き、このようなリスクが顕在化した場合には、その影響を矮小化することなく、さまざまなステークホルダーの立場

から見た必要かつ迅速な対応を行っています。

リスク管理部門は、グループ全体のリスクを把握するとともに、各々のリスクの影響度・発生可能性の観点から重要

性を評価しており、特に事業活動に重要な影響を及ぼす可能性があるものを「経営が優先的に監視するリスク」とし

て位置づけ、その管理状況等を経営会議に付議し、取締役会にも報告しています。

また、内部監査部門は、各業務主管部門においてリスクを管理するための内部統制が有効に機能していることを確

認・評価しています。

 
２　ビジネスモデルにおける環境面のマテリアリティ

当社グループは、「中国電力グループ経営ビジョン2040」で設定した「目指す姿」の実現に向けて重点的に取り組む

テーマ（マテリアリティ）として、「エネルギー事業の継続的進化」「地域・社会課題解決に向けたグループ総合力

による提供価値の拡大」「多様な人材が活躍できる環境づくり」「企業価値向上を実現するための経営基盤強化」を

設定しました。

これらマテリアリティに対応する主要課題として、気候変動に関連するものとしては「エネルギーの安定的な提供と

脱炭素化」「安全確保を大前提とした原子力発電の活用」「新たなメニュー・サービスの開発」「地域のGXのけん

引」等が該当します。これらに対して、「中国電力グループ中期経営計画2026-2030」の中で取り組みを進めていきま

す。
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３　科学的根拠のあるクライメート・トランジション戦略

当社グループのトランジション戦略は、2050年カーボンニュートラルの実現を長期目標に掲げる、経済産業省および

資源エネルギー庁の「電力分野のトランジション・ロードマップ」（2022年2月策定、2025年11月更新）と整合してい

ます。

当該分野別ロードマップは、我が国の2050年カーボンニュートラル実現に向けて、科学的根拠に基づいて、現状利用

可能な着実な低炭素への取り組みに加え、将来的な革新技術についても、第7次エネルギー基本計画やNDC（国が決定

する貢献）、GX2040ビジョンを始めとする国内の各政策および国際的なシナリオ等を参照し、背景や時間軸とともに

表しているものであり、これに整合する当社トランジション戦略についても科学的根拠を有するものと考えます。

 
４　実施の透明性

当社は、脱炭素関連投資として2026～2030年度に計1.5兆円程度の投資を計画しており、うち、原子力8,000億円程

度、再エネ800億円程度、火力700億円程度、送配電5,500億円程度を計画しています。

 

 
2050年カーボンニュートラル実現に向けた重点施策に従い、安全確保を大前提とした原子力発電の稼働、再生可能エ

ネルギーの導入拡大、火力のトランジション、再生可能エネルギーの導入拡大に伴う系統面での設備対策等、各事業

領域で対策を講じていきます。

投資実績については各種媒体において開示しており、今後も、透明性を確保するよう、情報の開示を進めていきま

す。

投資計画の実行にあたり、当社は公正な移行およびDNSH（Do No Significant Harm）に留意し、環境面及び社会面で

持続的な経済活動を推進していきます。

また、気候変動以外にも、廃棄物の発生抑制、3Rの推進、環境アセスメントの実施を含む地域特性に応じた生物多様

性への配慮等、地球環境への負荷低減に様々な面から取り組んでいきます。
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資金使途特定型ファイナンスに関する開示事項

１　調達資金の使途

グリーン／トランジション・ファイナンスにより調達した資金は、以下の適格クライテリアに該当するプロジェクト

（適格プロジェクト）に対する新規投資およびリファイナンスに充当します。

リファイナンスについては、ファイナンスの実行日から遡って36ヶ月以内に支出、出資または運転開始した事業を対

象とします。

 
＜グリーンプロジェクト＞

適格クライテリア プロジェクト概要

再生可能エネルギー

 
再生可能エネルギー（太陽光・風力・水力・バイオマス）の開発・建設・

運営・改修 

蓄電池の導入

原子力 原子力発電所（新設・既設）の稼働に必要な投資（新規制基準への対

応・運営・改修等）

最新鋭技術にかかる研究開発

データセンター PUE1.4以下のデータセンターの建設・取得・改修にかかる投資

その他事業領域

（グリーン）
お客さまや地域の脱炭素化に貢献する取り組みやサービスの提供にか

かる投資等（省エネ・CO2削減コンサルティング、EVソリューションサービ

ス、非化石電源を活用した電気料金メニュー、EMSを活用したサービス）

 

 
＜クライメート・トランジション・プロジェクト＞

　　　上記グリーンプロジェクトに加えて、下記プロジェクト

適格クライテリア プロジェクト概要

火力 非効率火力発電所の休廃止 

高効率LNG火力発電所の開発

火力発電所へのバイオマス混焼実施・拡大

IGCC/IGFCにかかる研究開発・実証（大崎クールジェンプロジェ

クト等）

CCS/CCUSの調査・研究開発・実証事業・設備投資

火力発電所における水素・アンモニア混焼の研究開発・実証・実装

電力ネットワーク 再エネの普及拡大に貢献する電力ネットワークの強化・高度化（ネット

ワーク設備の新設・保全・更新等、レジリエンス強化、次世代化、需給調

整に必要な設備の導入等）

その他事業領域

（トランジション）
地域・港湾・コンビナートの脱炭素化に向けたサービス提案

 

 
適格プロジェクトは、潜在的にネガティブな環境面・社会面の影響に配慮しているものであり、当社の定める事業導

入手順等に従って、対象設備・案件において設置国・地域・自治体で求められる設備認定・許認可の取得、環境アセ

スメントの手続きおよびその他の環境影響評価活動等が適切に実施されることを確認した上で進められます。

特に、発電所の建設や改修にあたっては、環境面では規模や内容等に応じて環境影響評価法に基づく環境影響評価等

を実施し、環境面への配慮事項がある場合は適切に計画に反映します。また、設備面では電気事業法等の各種関係法

令に基づく手続きを適正に実施し、技術基準をクリアしたうえで建設工事に着手します。

原子力発電所の使用済み燃料の再処理に伴い発生する高レベル放射性廃棄物については、特定放射性廃棄物の最終処

分に関する法律及び関連法に基づき、ガラス固化体として地上施設で保管・冷却した後、安定した岩盤に処分（地層

処分）することしています。処分事業は同法及び関連法令に基づき、国の認可を受けた「原子力発電環境整備機構
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（NUMO）」が実施します。

バイオマス燃料を将来的に活用していくためには、燃料の安定調達や持続可能性の確保が重要となります。適格プロ

ジェクトにて使用するバイオマス燃料は、持続可能性にかかる認証を取得したものを前提に検討します。

当社のクライメート・トランジション・プロジェクトは、第7次エネルギー基本計画や電力分野のトランジション・

ロードマップにおいて、日本のエネルギー安定供給における重要なエネルギー源や設備であると位置づけられたもの

に該当し、また、当社のトランジション戦略における重要な取り組みとして定めているものです。これらは、2050年

までの脱炭素化やフェーズアウトを目指すものの、現時点では経済的・技術的にその実現が困難である一方、実施時

点でのCO2排出削減や当社グループの2030年度・2035年度のサプライチェーンGHG排出削減目標の達成に貢献するもの

を対象に含みます。

 
２　プロジェクトの評価および選定のプロセス

資金使途とする適格プロジェクトは、経営管理部門財務グループが適格クライテリアに適合するプロジェクト候補を

選定し、財務グループおよび社内関係部署にて当該プロジェクトが適格クライテリアに適合していることを確認した

上で、最終決定します。

 
３　調達資金の管理

グリーン／トランジション・ファイナンスにより調達した資金は、経営管理部門財務グループが内部管理システムお

よび専用の帳簿を用い、適格プロジェクトの合計額がファイナンスによる調達額を下回らないように管理し、財務グ

ループマネージャーが確認します。

当社の関係会社等が実施主体となるプロジェクトについては、当社から当該関係会社等に対して投融資を実施すると

ともに、充当状況は内部管理システムおよび専用の帳簿を用いて管理します。

未充当資金がある場合には、現金または現金同等物にて管理します。

 
４　レポーティング

グリーン／トランジション・ファイナンスにより調達した資金の全額が充当されるまでの間、守秘義務の範囲内、か

つ、合理的に実行可能な限りにおいて、調達資金の充当状況および環境改善効果として当社が定める内容の全てまた

は一部について、統合報告書または当社ウェブサイトにて年次で開示、もしくは貸し手に対して開示（ローンの場合

のみ）します。

ファイナンス期間中、資金充当状況やインパクトに重大な変化があった場合には、その旨を開示する予定です。

 
＜資金充当状況のレポーティング＞

充当金額

未充当金の残高

調達資金のうちリファイナンスに充当された部分の概算額（または割合）

 
＜インパクト・レポーティング＞

インパクト・レポーティングに際しては、下記に例示された内容の全てまたは一部を開示する予定ですが、資金充当

対象とするプロジェクトに応じて変更することがあります。

環境改善効果については、可能な限り定量的な開示を目指すものの、プロジェクトの状況や性質等により定量的な開

示が困難な場合、定性的な開示のみとすることがあります。

 
適格クライテリア インパクト・レポーティング項目例

再生可能エネルギー

 （発電設備）

再生可能エネルギー種別の設備容量（kW）

再生可能エネルギー種別の年間CO2排出削減量（t-CO2/年）

再生可能エネルギー

 （蓄電池）

導入容量（kW）

年間CO2排出削減量（t-CO2/年）

原子力

プロジェクト概要（設備・研究開発等）

設備容量（kW）

年間CO2排出削減量（t-CO2/年）
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データセンター

プロジェクト概要

データセンターのPUE値

年間CO2排出削減量（t-CO2/年）

その他事業領域

（グリーン）

プロジェクト概要

対象資産の導入件数・容量等

年間CO2排出削減量（t-CO2/年）

火力

プロジェクト概要（設備・研究開発等）

設備容量（kW）

年間CO2排出削減量（t-CO2/年）

電力ネットワーク

 （電力ネットワークの強化・高

度化）

設備投資等の状況（再生可能エネルギーの普及拡大に資する設備投

資例もしくは設備投資総額等）

中国電力ネットワーク株式会社サービス区域内の再生可能エネルギー

の申込状況（接続済容量（kW））

電力ネットワーク

 （その他）

プロジェクト概要

対象資産の導入件数・容量等

その他事業領域

（トランジション）

プロジェクト概要

対象資産の導入件数・容量等
 

 
 
資金使途不特定型ファイナンスに関する開示事項

１　KPIの選定およびSPTの設定

本フレームワークでは、「2050年カーボンニュートラル」への挑戦に向けて設定した目標である当社グループの「サ

プライチェーンGHG排出量（Scope1+2+3）」及び「小売電気事業におけるCO2排出量」をKPIとし、これに対する以下の

SPTを設定しました。ファイナンスの都度、下記のKPIおよびSPTのうち、1つ以上を採用します。

 
KPI SPT

KPI1：サプライチェーンGHG排出量

 （Scope1+2+3）

SPT1-1：2030年度に50％削減（2013年度比）

SPT1-2：2035年度に60％削減（2013年度比）

KPI2：小売電気事業におけるCO2排出量 SPT2-1：2030年度に半減（2013年度比）
 

 
当社グループは、「中国電力グループ経営ビジョン2040」で定めた主要課題として「エネルギーの安定的な提供と脱

炭素化」等を掲げています。当社グループは、エネルギー供給を通じた脱炭素社会の実現と地域の発展およびカーボ

ンニュートラル実現に向けた技術の開発に取り組み、持続的な社会の実現に挑戦していきます。

また、中国地域を基盤とする事業者として、地域の皆さまと相互に協力し、地域のカーボンニュートラルに貢献して

いく方針であり、上記KPIは「中国電力グループ環境経営方針」、「中国電力グループ経営ビジョン2040」、および

「中国電力グループ『2050年カーボンニュートラル』への挑戦」の目標達成に資する有意義な指標であると考えてい

ます。

SPTは、日本のNDCとも整合し、KPIの大幅な改善に結びつくと同時に、野心的な設定であると考えています。

電力需給状況により当社グループの発受電電力量に変動が生じることや、電力供給力確保の観点から十分に配慮して

取り組みを実施する必要があること等から、当社グループのサプライチェーンGHG排出量や当社小売電気事業における

CO2排出量は必ずしも直線的に減少せず、年単位で前後する可能性があります。このため、当社では毎年次のSPTを設定

していませんが、ファイナンス毎に、ファイナンス期間を勘案したマイルストーンSPTを別途定めることがあります。

 
２　債券またはローンの特性（経済条件）

本フレームワークに基づくトランジション・リンク・ファイナンスでは、SPTの達成状況に応じて財務的・構造的特

性が変化する予定です。
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財務的・構造的特性の変化には、利率のステップ・アップまたはステップ・ダウン、環境保全活動等を目的とする団

体等への寄付、クレジット購入等が含まれますが、これらに限られません。

なお、トランジション・リンク・ファイナンスの実行時点で予見し得ない状況により、KPIの定義やSPTの設定、およ

び前提条件が変更となった場合には、変更内容の説明について開示する予定です。

また、SPTの設定等に重大な変更があった場合、当社はこれら変更内容を踏まえた従来評価基準と同等以上の野心度

合いのSPTを設定すること等について関係者と協議し、必要に応じて第三者評価機関より第三者評価を取得する予定で

す。

 
３　レポーティングと検証

当社は、KPIのパフォーマンスについて、統合報告書または当社ウェブサイト上において、年次のレポーティングの

開示、もしくは貸し手に対しての開示（ローンの場合のみ）を予定しています。

なお、環境情報の信頼性を高めるため、上記サプライチェーンGHG排出量および小売電気事業におけるCO2排出量に対

し第三者保証を受ける予定です。
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